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株式会社アイ・ティー・ワン

（単位：円）

金　額 金　額

【流動資産】 2,564,327,589 【流動負債】 646,959,345

現 金 及 び 預 金 1,632,615,063 買 掛 金 194,836,695

売 掛 金 889,967,243 未 払 法 人 税 等 53,946,500

契 約 資 産 3,043,572 未 払 事 業 所 税 5,160,900

未 収 入 金 611,982 未 払 消 費 税 等 49,979,700

前 払 費 用 38,079,729 未 払 費 用 38,055,404

そ の 他 流 動 資 産 10,000 未 払 金 42,151,238

預 り 金 28,365,637

前 受 金 23,429,441

賞 与 引 当 金 211,033,830

【固定資産】 245,465,062 【固定負債】 145,614,308

【有形固定資産】 60,615,513 長 期 資 産 除 去 債 務 30,275,808

建 物 附 属 設 備 40,796,850 退 職 給 付 引 当 金 115,338,500

工 具 器 具 備 品 19,818,663 792,573,653

【無形固定資産】 27,082,691 【株主資本】 2,017,218,998

ソ フ ト ウ エ ア 27,082,691 309,771,000

17,323,600

【投資その他の資産】 157,766,858 そ の 他 資 本 剰 余 金 17,323,600

敷 金 36,792,890 1,690,124,398

繰 延 税 金 資 産 120,973,968 利 益 準 備 金 77,442,750

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,612,681,648

繰 越 利 益 剰 余 金 1,612,681,648

2,017,218,998

2,809,792,651 2,809,792,651

負　債　合　計

貸　借　対　照　表

令和 6年 9月30日

資　産　の　部 負　債　の　部

科　目 科　目

資　産　合　計 負債及び純資産合計

純　資　産　合　計

純　資　産　の　部

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金



個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法)によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物附属設備

定額法により償却しております。

工具器具備品

定率法により償却しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

無形固定資産

       自社利用のソフトウエア

自社利用のソフトウエアの社内利用における利用可能期間(5年)に基づき定額法

により償却しております。

市場販売目的のソフトウエア

市場販売目的のソフトウエアの見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間(3年

以内)に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却しております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとして算出する定額法によっております。

（３）引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

なお、当事業年度においては貸倒実績がないため計上しておりません。

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の賞与支給見込額のうち当事業

年度に負担すべき額を計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務(簡便法

による期末自己都合要支給額)及び年金資産に基づき計上しております。

受注損失引当金

今後の受注開発に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ

その金額を合理的に見積もることが可能な開発について、損失見込額を計上

しております。



なお、当事業年度においては該当する見込のある受注開発がないため計上して

しておりません。

（４）収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年3月31日)、及び「収益認

識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 令和３年３月26日)

(以下、「収益認識会計基準等」という)を当事業年度の期首から適用し、約束した財

またはサービスの支配が顧客に移転した時点、もしくは移転するにつれて当該財また

はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しております。

なお、システム開発、保守サービスのうち、履行義務が財又はサービスを他の当事者

によって提供されるよう手配すると判断できる代理人取引に該当する場合は、顧客か

ら受取ると見込まれる金額から仕入先に支払う金額を控除した純額で収益を認識して

おります。

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

２．重要な会計方針の変更

当期は該当ありません。

３．当期純損益金額

（１）当期純利益額金額 111,431,401円


